
作成日 平成　 年　 月 日
更新日 平成　 年　 月 日

１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）＊数字は記入しない

単位
A
B
C

② 意図（対象がどのような状態になれば良いのか） ④ 成果指標（意図の達成度を表す指標）＊数字は記入しない

単位

成果指標の測定企画（実際にどのように実績値を把握するか）

２　指標等の推移

5　健康づくりの推進

1件当たり８００，０００円以上の高額な医療費の件
数

一人当たり医療費（後期高齢者）

名称

960,148
903,972

1,017,388

51.0

A

A：心身が健康だと感じる人の割合に関しては、過去４年間の実績値はあまり変動はない。今後も厳しい経済状況が続けば、ストレスの蓄積等によ
り現在の水準により移行すると考え、平成２７年度成り行き値を、５１％に設定した。目標値については、心は健康あるいは体は健康と答えた人の
割合が合わせて３３．４％であったので、この数値を減らして、心身ともに健康な状態と思う人を増やすようにするため、関係課や地域との連携を
図り、健康づくりに対する意識を高めていくこと、具体的には健康づくりに関する各種啓発活動をさらに推進することで、成り行き値より若干増加
し、同じ水準で推移すると考え、平成２７年度まで５１．４％と設定した。
B：国保被保険者の一人当たり医療費については、過去の実績から成り行き値では、平成27年度まで１％の伸びで推移すると考え、平成２７年度
を334,000円と設定した。目標値については、ジェネリック（後発）医薬品の希望カード発行などの啓発を行なうことにより、平成23年度には前年度
対比１％の減少を見込む。また、特定健診・特定保健指導の義務づけにより、健診の受診率を高めることによる早期発見・早期治療が進むと考え
られるので、それ以降の伸び率を前年比0.5％の増加に抑えることで目標値を322,000円と設定した。
Ｃ：後期高齢者の一人当たり医療費は、成り行き値では、高齢化の進展により平成22年度以降毎年1％の伸びを見込む。
目標値については、後期高齢者広域連合が平成22年7月に後発医薬品希望カードを全被保険者に交付することから、ある程度医療費が抑えら
れると考え、平成22年度と平成23年度医療費は平成21年度と同額と設定した。平成24年度以降は、毎年の伸び率を0.5％に抑制できると考えて
設定した。
D：1件当たり医療費が80万円以上かかる疾病は、心疾患や脳血管疾患など高度医療が必要な病気が多い。生活習慣に由来する疾病であり、成
り行き値では、不規則就労やストレスの蓄積など現在の経済情勢とも関係すると考えられることから、毎年5件の増加を見込んだ。目標値について
は、特に心疾患や脳血管疾患など高度医療が必要な病気の予防について、生活習慣改善の広報啓発や検診受診率の向上を図ることで、現状
維持できるとして目標値を430件と設定した。
E：全国平均に対する地域差指数の成り行き値は、平成19年度から平成２０年度の伸び率０．０２５ずつ伸びると考え、平成２７年度を1.334と設定
した。目標値は、高医療費市町村として、県知事の指定を受け、国保医療費の安定化計画（ジェネリック（後発）医薬品の啓発を含む）を定め、医
療費の適正化事業を進めることで、平成23年度に0.05ポイント減少を目指し、平成27年度の最終年度に適正範囲の上限の１．１４０までに抑える
ことを目標値として設定した。

①関係課や地域との連携を図り、健康づくりに対する意識を高めていく。
②啓発を通して検診率を向上させることで、予防医療に努める。
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7施策マネジメントシート１（27年度目標達成度評価）
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市民

心身共に健康な状態となる

みんなで元気に笑顔あふれるまちづくり

健康づくりの推進

総合
計画
体系

目標値

対象指標

見込み値

実績値

見込み値

A：市民意識調査により把握。
心身が健康だと感じる人の割合については、市民意識調査で把握する。
設問：「あなたは心身が共に健康だと感じますか？」
選択肢：①心身共に健康だと感じている　②心は健康だと感じているが、体は健康とは感じていない③体
は健康だと感じているが、心は健康とは感じていない　④心身共に健康だと感じていない
B,Dについては、健康づくり推進課で統計データから把握。Cについては、広域連合のデータを高齢者支援
課で把握。
なお、「全国平均に対する地域差指数」については、毎年１２月に発表される厚生労働省の資料により把握
する。
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３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】　この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

イ）行政の役割（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

【２】　施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？（平成27年度を見越して）

【３】　この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

【１】　施策の目標達成度（26年度目標と実績との比較）

Ａ → △ 【　心身が健康だと感じる人の割合　　　　　　　　　　　　 】

：

Ｂ → ×
：

Ｃ → ×
：

Ｄ → ×
：

E → ×
：

※○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成

【　全国平均に対する地域差指数　　　　　　　　　　　　　　　　　】

実績値は翌年度の2月に確定。

※左記の背景として考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

【２】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

目標値51.4％に対し実績値49.8％であり、達成度は96.9％であった。

（１） 基本計画期間中の施策の方針は、①関係課や地域との連携を図り、健康づくりに対する意識を高めていく。②啓発を通し
て検診率を向上させることで、予防医療に努める。の二つである。平成27年度の経営方針として三つあり、
①「市民の健康意識を高めるための全市的・総合的な健康づくり事業とライフステージにあわせた健康づくりを推進する。」につ
いては、健康増進フォーラム及び健康増進スポーツ大会（ウオーキング大会）を開催し健康活動へ取組むことの土壌形成を行
い、ウエルネスシティこうしが提供する、日常的に健康活動に取組める「こうし市よかとことこウオーキング」（健康活動サービスと
食育サービス及び地域経済活性化をパッケージ提供するシステム）への市民参加の機運醸成を図った。
②「特定健診受診率の向上と特定保健指導の充実により、生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底を図る。」については、
節目年齢者へのクーポン券の発行や啓発を行うとともに、新規国保加入者に対して受診勧奨を行い特定健診受診率の向上を
図り、検診結果で治療が必要と診断された方に対し、個別に相談・指導し病院受診を勧め重症化予防を図った。
③「がん検診の受診者を増やすとともに要精密者の未受診者をなくす取り組みを行う。」については、本年度も無料クーポン券
を発行し、受診者増の対策を行った。受診者数は、前年と比較して、ほぼ全ての検診で受診率がアップし、特に乳がん検診（マ
ンモグラフィ）、大腸がん（検便）検診、腹部超音波検診は増加した。また、要精密者の未受診者へは、受診医療機関から直接
受診勧奨の連絡を行い、それでも未受診の場合は市からも再勧奨を行った。
（２） 事務事業貢献度評価の結果では、平成27年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、妊婦健診事
業、検診事業、妊婦歯科健診・歯周疾患検診事業があげられた。貢献した事務事業には、特定健診・特定保健指導事業、健
康づくり事業、小中学校児童生徒健診事業、健康都市こうし推進事業、妊婦歯科健診事業、結核予防事業があげられた。

【　一人当たり医療費（後期高齢者）　　　　　　　　　　　　　　　　】

目標値430件に対し実績値796件であり、目標を達成できなかった。

健康づくりの推進

目標値903,972円に対し実績値1,017,388円であり、目標を達成できなかった。

・市は、健康づくりに関する啓発や体制づくりを行なう。
・市は、健康診断の実施、訪問、事後指導、健康相談、予防接種、医療費の助成などを行なう。
・市は、医療機関（医師会等）との連携強化を図る。
・国、県は、健康増進法、健康保険法等の各種法律に基づく助言指導や健康づくりに関する啓発を行なう。

【　一人当たり医療費（国保）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

・一人当たり医療費は増加傾向にあり、将来的にもこの傾向は続くと予想される。
・平成20年度に保険税率等の改正を行なったが、健全財政にまでには至たらず、平成２３年度の医療費の増加から平成２４年度から医療分に
ついて保険税率の改正を行った（引上げ率約10％）。また、被保険者の負担感が大きいことから一般会計からの法定外繰入れを行う24年度予
算となった。今後さらに医療費の増加するならば保険税率等の改正と一般会計からの繰り入れが必要になると予想される。
・特定健診の受診率が目標値まで達していない。魅力的な健診受診体制が整わなければ、達成は難しいと推測される。
・社会情勢や経済不安などの厳しい世相を反映してか、対応が難しい事例（自殺や虐待等）が増加している。その要因として、地域力、家庭力
の低下も一因にあると考えられる。
・高齢化の進展や社会の貧困化などが顕著になっており、医療費を含めた社会保障費の増大が予想される。
・平成20年度から後期高齢者（75歳以上）を対象とした医療保険制度が開始されたが、平成22年度に保険料の引き上げが全国的に行われ、
24年度も引上げされる予定である。また政府において、後期高齢者医療制度の見直し案が議論されている。

Ａ：目標値を達成できなかったのは、市民の健康に対
する不安感が払拭できないためと思われる。
Ｂ：高額新薬の普及により調剤医療費が高い伸びを示
している。
Ｃ：高額新薬の普及により調剤医療費が高い伸びを示
している。
Ｄ：団塊の世代が前期高齢者になったことにより、心疾
患や脳血管疾患などの高度医療による継続治療者が
増えている。
Ｅ：実績値は翌年度の2月に確定。

・市民は、一人ひとりが食生活や日々の運動などに留意し、健康づくりに努める。
・市民は、住民検診の受診と病気の早期治療に努める。
・地域は、地域における健康づくりへ取り組む。（スポーツ大会・レクリェーション・健康教室等の開催）

・人間ドックについて、早い時期からできないのか？申込期間が短い（2ヶ月）、75歳以上に支援がないのはおかしいという意見があった。
・インフルエンザ予防接種の個人負担について前年度は1,000円であったが、接種費用が3,100円から3,600円に引きあがったために23年度に
65歳以上の方も1,500円としたところもとの負担額でとの意見があった。（菊池地域での格差もあった）
・養生園に委託して行った「元気をつくる養生塾」が良かったとの意見があった。
・国保財政説明会で、「保険税が高い」「税の未収があるのに税を上げるのか」「特定健診は、元気なんだが受けなければならないか」「医療費
がかかっているとの説明はいやみに聞こえる、病院にかかるなといううことか」「人工透析は高額、大阪では透析の一歩手前で食い止める取組
みで効果を上げている。見習ってはどうか」「合志市の中で医療費の抑制コンテストをして表彰、競争させては」「自治会に健康推進員を設けて
は」などの意見があった。
・1年間無受診者を表彰し、広報に掲載することで医療費削減につなげあられないかとの一般質問があった。これについては、個人のプライバ
シーにも関係するので控えるとした。
・特定健診について受診率が上がらないので、積極的なＰＲを、菊池養生園がわからないＰＲをとの意見があった。
【平成27年度の施策評価（26年度振り返り）における議会意見】
１．市民の意識向上を図り、事業を推進するため新たにキャッチコピーを作ること。
２．健康づくりのための地域活動を活発化するための職員を確保すること。
３．地域の個人病院の医師等（かかりつけ医）を活用して、健康管理や病気の治療等に関する質の高い相談ができるようにすること。
【平成27年度の施策評価（26年度振り返り）における総合政策審議会意見】
１．心と体の健康づくりの推進に努めること。
２．引き続き健康づくりのための教育を推進すること。

【　1件当たり800,000円以上の高額な医療費の件数　　　　　　】

施策マネジメントシート２（27年度目標達成度評価）

４　施策の評価

目標値322,000円に対し実績値402,668円であり、目標を達成できなかった。

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価の部) －



②　総合政策審議会での指摘事項(平成28年8月9日、17日、24日まとめ）

③　議会の行政評価における指摘事項(平成28年9月23日）

●　政策推進本部　平成29年度合志市経営方針(平成28年10月3日）

施策マネジメントシート２（27年度目標達成度評価） 健康づくりの推進

【３】　施策の課題（基本計画期間を見据えて、どのような課題を解決していかなければならないか）

５　施策の27年度結果に対する審査結果

・引き続き、心と体の健康づくりの推進に努めること。
・引き続き、健康づくりを推進するための教育や啓発に努めること。

・合志市健康増進計画を着実に進めること。
・震災の影響で検診率の低下、国保税の滞納が懸念される。その対応を検討すること。

６　次年度に向けた取り組み方針

１　市民の健康寿命の延伸を図るため、合志市健康増進計画に基づき市民の健康づくりを総合的・計画的に推進
する。
２　特定健診受診率の向上と特定保健指導の充実を図り、生活習慣病の発症予防と重症化予防に努める。
３　がん検診の受診者を増やすとともに、要精密者の未受診者をなくす取り組みを行う。

・病気の予防、早期発見・早期治療につながるような啓発に取り組む必要がある。
・市民の健康意識の向上（健康づくり、予防活動の推進）を図る。
・医療費の適正化を図り、健全な国保運営を行う。
・健康づくりを推進するため、関係機関との連携をさらにすすめる。

①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成28年7月26日）

・検診の受診率向上を図ることが必要。
・引き続き、健康ステーション活動の地域展開を図り、更に多くの市民の健康づくりへの参加を進めていくことが必
要。
・健康づくりに対する市民の意識を高めるため、繰り返し啓発していくことが必要。

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価・審査の部)－


